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1　はじめに

　本稿では 2010 年 10 月 1 日を基準日として実施された第 19 回国勢調査結

果 1）の精度について考察する。

　本稿の前半では 2010 年国勢調査の実施状況を紹介し，つづいて 2011 年 9

月現在利用できる抽出速報集計における「不詳」「分類不能」の発生状況を

中心に考察を行う。後半では国勢調査と共通の調査項目を多数持つ労働力調

査の同時期の調査結果との比較を中心に考察を行う。

（1）実地調査の方法

　2010 年国勢調査の実地調査の日程は，調査票の配布が 9月 23 日～ 30 日，

回収が 10 月 1 日～ 7日，未提出の世帯に対する督促が 10 月 22 日～ 24 日で

あった 2）。

　今回の調査では，調査票の回収方法に重要な変更が行われた。まず調査員

への提出のほかに市区町村役場へ郵送する方法が導入された（郵送による提
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出の全国での比率は約 57％であった）。調査員に提出する場合も封入提出が

全面的に導入された。また，東京都に限ってインターネット提出も可能とな

り，その利用率は 8.4％であった 3）。封入提出の調査票は，調査員による点

検を経ていないため未記入が多く，調査票に記入がない項目の補完には住民

基本台帳に収録されている情報など 4）が利用された 5）。そのため市区町村に

よる調査票の点検と補完の作業量は膨大なものとなった 6）。

　なお，2010 年調査の調査項目（世帯員に関する 15 項目・世帯に関する 5

項目）は，10 年周期の大規模調査年に当たるため，2005 年調査（世帯員に

関する 12 項目・世帯に関する 5項目）よりも多くなっているが，2000 年調

査（世帯員に関する 16 項目・世帯に関する 6項目）よりは少ない。

（2）集計結果の公表予定と推定値の標準誤差率

　つぎに 2010 年調査の主な集計結果の公表予定をみてみよう。表 1－ 1 に

示したように，大部分の集計結果はかなり先の時期まで利用できない。そこ

で，本稿では 2011 年 9 月現在利用できる全国についての抽出集計結果およ

び東北地方の三県（岩手県・宮城県・福島県）についての一部項目の全数集

計結果を分析の対象とする。

　このうち 2010 年調査の抽出集計結果についてはその標準誤差の程度を見

ておく必要がある。表 1－ 2・表 1－ 3 に，抽出集計の標準誤差率 7）と第 5

節において国勢調査の抽出集計と比較する労働力調査（月次分）の標準誤差

率を掲げた。両者の標準誤差率は，以下の各調査項目の結果において発生し

ている「不詳数」と比べて大きなものではない。

表１－１　主な集計結果の公表日程
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　すでに述べたように東北地方のうち 3県（岩手県・宮城県・福島県）につ

いては，一部の項目の全数集計結果が全国についての集計の公表に先だって

2011 年 7 月に公表されている。そこで，抽出集計結果の推定誤差の程度を

みるために，この 3県について「年齢」・「配偶関係」の 2項目における「不詳」

数の抽出集計結果と全数集計結果を対比してみよう（表 1－ 4）。3県の各地

域についての結果に関する両集計の間には大きな差異は認められない。なお，

これら 2項目の「不詳」率が仙台市など市部において他の地域より高い傾向

は前回調査以前と同様であった。

　したがって，抽出集計結果を利用して精度の検討を行っても大きな支障は

ないと考えられる。なお，「不詳」数の全国的な発生状況については第 3節

において検討する。

表１－２　 抽出集計結果の推定
値の大きさに対する
標準誤差率

表１－３　 労働力調査（月次分）の推
定誤差

表１－４　「不詳」数における抽出速報集計と全数集計の差
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注

 1） 印刷報告書が 2010 年 9 月現在刊行されていないので，本稿での調査結果の引
用は総務省統計局のサイトに収録されている総務省統計局（2011a）から行う。

 2） 総務省統計局による 2010 年 11 月 4 日時点の集約によれば，把握された「かた
り調査」の件数は 2005 年調査よりも大幅に減ったという（26 都道府県・66 件）。
毎日新聞社（2010）

 3） 総務省統計局（2011b）
 4） 住民基本台帳の項目のうち「出生年月日」「男女の別」「住民となった年月日」「世

帯主か否かおよび世帯主でない場合の世帯主との続柄」などが国勢調査の調査
項目と対応しているが，「就業状態」「従業地」などに関する情報は住民基本台
帳に含まれていない。

 5） 当然のことながら，国勢調査の時点以前に地域外から転居していても転入届を
まだ提出していない住民に関する情報は，住民基本台帳からは得られない。

 6） 小幡（2011）河北新報社（2010）北日本新聞社（2010）福島民報社（2010）中
日新聞社（2010a）徳島新聞社（2010）大分合同新聞社（2010）高知新聞社（2010）
中国新聞社（2010）読売新聞社（2010）毎日新聞社（2010）中日新聞社（2010b）
京都新聞社（2010）中日新聞社（2010c）

 7） 「推定値を中心として，その前後に，その標準誤差率に推定値の大きさを掛け
た値だけの幅をとれば，その区間内に全数集計すれば得られるはずの値がある
ことが約 68％の確率で期待され，また，その 2倍の幅をとれば，その区間内に
全数集計すれば得られるはずの値があることが約 95％の確率で期待される。」
総務省統計局（2011c）

2　性別年齢別人口総数の検討

　本節では，2010 年国勢調査が把握した性別年齢別人口総数を検討する。

表 2－ 1 は，全国について 2010 年国勢調査の抽出速報集計を同時点につい

ての性別年齢別推計人口（概算値）と対比したものである。両者とも外国人

を含む総数についてのデータである。推計人口は，10 月 1 日の国勢調査実

施時点については確定値ではなく概算値しか公表されていないが，確定値と

概算値の性別 5歳階級別の差を国勢調査の 1か月前の同年 9月 1日時点から

過去約 5年間にわたってみてもきわめて小さい 1）。したがって，推計人口の
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性別年齢別概算値で確定値を代用しても差し支えないと考えられる。

　比較のために両データの 2000 年分・2005 年分も掲げた。性別年齢別推計

人口は，前回国勢調査結果にそれ以降に発生した出生・死亡・入出国を加減

して算出される。国勢調査間の人口動態統計・出入国管理統計による出生・

死亡・入出国などの把握度には大きな相違は発生していないと考えられる。

したがって，両データの差は，国勢調査による対象人口の把握度の前回との

相違を反映しているものとみなせる。

表２－１　「国勢調査人口」と前回国勢調査に基づく「推計人口」の差
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　2000 年分・2005 年分の両データについては，20 代，特に男性において両

者の間に前回調査と比べた把握度の低下を意味するかなり大きな差が認めら

れるが，2010 年分については各年齢層とも大きな差はない。このような傾

向の原因の一部は，2010 年調査では住民基本台帳などの行政記録によって

調査票未提出世帯の情報および提出された調査票の未記入項目の情報が補完

されたためではないかと考えられる。ただし，このような方法による補完が

可能な「年齢」「男女の別」など以外の項目では「不詳」が増大している可

能性がある。

　ここで補完するデータとして利用された住民基本台帳人口の精度について

もみておこう。国勢調査の全数集計結果がすでに公表されている東北 3県の

うち一部の都市については 2010 年国勢調査時点の性別年齢別住民基本台帳

人口が公表されている。両者を比較することによって，転居していながら住

民登録地の変動をまだ届け出ていない人口を国勢調査がどの程度把握してい

るかの目安を得ることができる。

　表 2－ 2は，国勢調査時点の住民基本台帳 2）3）に登録されている性別年齢

別人口を 11 市について国勢調査集計結果と比較したものである 4）。このう

ち岩手県盛岡市・同北上市・宮城県石巻市では住民基本台帳人口の 5歳階級

データだけしか公表されていない。残りの 8市（岩手県久慈市・宮城県仙台

市・同栗原市・同名取市・同多賀城市・福島県会津若松市・同白河市・同南

相馬市）については各歳別のデータが利用できる。なお，年齢別住民基本台

帳人口だけが公表されていて，外国人登録数を合算した年齢別住民総数を公

表していない大部分の都市については，国勢調査の集計結果のうち「日本人

人口」を利用した。

　総人口についての両データの相違は大きくないが，仙台市・盛岡市の男女

と名取市の女性では国勢調査が住民基本台帳人口を上回っており，他の都市

の男女と名取市の男性では両データは逆の関係になっている。年齢別にみる

と，国勢調査による比較的大きな上回りが若年層において認められる 3市（仙

台市 5）・盛岡市・多賀城市）と国勢調査がほぼ全年齢において下回っている
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その他の 8市に分けることができる。前者のグループでは高校卒業後の数年

間に相当する年齢層において国勢調査が把握した人口が住民基本台帳人口を

上回っている。これらの都市には地域外出身の高校卒業者の就職先や大学・

短大が多数所在しており，転入届を提出していない他地域出身の高校卒業後

の転入者が国勢調査によって相当数把握されたためではないかと考えられる。

　後者の 8市では，前者の 3市とは逆に，高校卒業後の数年間に相当する年

齢層において住民基本台帳人口を国勢調査の把握した人口が下回っている。

これらの都市の新規高校卒業者が就職や進学のために他地域へ転居したもの

の，転出届をまだ提出していないために住民基本台帳人口と国勢調査による

把握数との間に相違が生じたのではないかと考えられる。

　なお，仙台市・名取市・多賀城市では住民基本台帳人口総数に対する転入

者の比率が最近では毎年他の 8市よりも高く 6），また 2010 年国勢調査が把

握した人口総数および高校卒業後数年間に相当する年齢層が 2005 年よりも

増加しているのに対して，他の都市では概ね減少する傾向を示している。

　両データの間のこのような相違の状況がその都市の性格によって異なっ

ていることは，2005 年調査の結果について同様の考察を行った山田（2011）

から得られた結果とほぼ同様といえる。

注

 1） 性別 5歳階級別推計人口に関する両データの差は，最も大きい区分でも 0.1％
未満である。

 2） 多くの市区町村役場が週末に転入届・転出届を受け付けていないことが住民基
本台帳人口の水準に影響を与えている可能性があるが，2010 年の場合 9月 30
日は木曜日であったので，届け出受付への影響は小さかったと考えられる。

 3） 9 月 30 日現在および 10 月 1 日現在。
 4） 住民基本台帳法（昭和 42 年法律 81 号）第 22 条は，他の市町村から住所を移

してきたときには，14 日以内に転出届を提出することを，同法第 24 条は他の
市町村に住所を移そうとするときには，あらかじめ現住所地の市町村に転出届
を提出することを義務付けており，国勢調査では 3か月以上の居住（予定）地
での申告を義務付けている。
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 5） 仙台市のうち大学が多数所在する青葉区では，国勢調査が把握した人口の住民
基本台帳人口に対する上回り率が最大の 19 歳人口では男女とも 75％前後に達
している。

 6） 国土地理協会（2006 ～ 2011）

3　「不詳」「分類不能」数の発生状況と他の統計調査との比較

　本節では，過去の国勢調査結果における「不詳」「分類不能」数の相違を

検討し，さらに「不詳」「分類不能」数の水準を，世帯を客体とする他の統

計調査と比較する。「不詳」「分類不能」は，過去の調査および 2010 年調査

においても世帯側が文字を記入する形式の調査項目だけでなく該当する選択

肢をマークする形式の調査項目にも発生しているので，調査票になんらかの

記入があったのにもかかわらず分類できなかった場合は少なく，単なる無記

入の場合が多いと考えられる。なお，「分類不能」は就業者の「産業」「職業」

項目の集計だけに設けられている。

　表 3－ 1は，1970 年以降の国勢調査結果における全国についての「不詳」

「分類不能」数の推移 1）と 2010 年国勢調査における「不詳」「分類不能」率

を属性別に示したものである 2）。2010 年国勢調査における「不詳」「分類不能」

数はすべて項目において前回調査時よりも増加しており 3），「不詳」率の水

準が調査項目の間で相違が大きい傾向も前回以前と同様である。

　また，「不詳」率の水準が若年層・大都市において全体よりも高い傾向も

継続している。「不詳」率が最も高い「卒業学校の種類」4）の項目では，そ

の水準は全国では 10.9％，東京都世田谷区では 32.3％に達している。

　つぎに，国勢調査結果における「不詳」「分類不能」数の推移を同時期に

実施された他の統計調査と対比してみよう。表 3－ 2・表 3－ 3 には，国勢

調査と同一の調査項目をもつ 1986 年以降の他の統計調査の結果における「不

詳」「分類不能」数を示した。他の統計調査の結果においても「不詳」「分類

不能」数は増加傾向にあるが，国勢調査の結果における「不詳」「分類不能」
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数と比べてほぼ例外なく大幅に少ない。

　他の統計調査の間では標本数が多い調査の結果の方が，「不詳」「分類不

能」数が多い。国勢調査を筆頭に調査客体の世帯数が多い調査ほど調査員の

経験 5）・訓練度などに問題があり，実地調査の管理が相対的に困難であった

ためではないかと考えられる。

表３－２　他の統計調査との「不詳」「不能」該当者数の対比（その 1）
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注

 1） 「就業時間」「家計収入の種類」は 2000 年調査の項目には含まれていなかった。
 2） 実地調査の状況と関連が深い世帯規模別集計・住宅関連項目とのクロス集計は

抽出速報集計には含まれていない。
 3） 2000 年調査では，35 歳未満が「配偶関係不詳」項目の場合，同一属性の対象

者のうち同じ項目の回答が得られたものの情報を利用した「配偶関係」項目の
補定作業が行われたため，「不詳」率が低くなっている。

表
３
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 4） 2000 年国勢調査の約 3ヶ月後に実施された世帯アンケートにおいて「教育程度」
項目は回答したくない比率が「勤め先の名称・事業の内容」に次いで高かった。
総務省統計局（2006）

 5） 6 割近くが今回初めて調査に従事した調査員であった。総務省統計局（2011b）

4　「不詳」「分類不能」数の調査項目間における重複発生の状況

　本節では 2010 年国勢調査における「不詳」「分類不能」の発生状況を，す

でにみた性・年齢以外の調査項目とのクロス表から探ってみよう。

　表 4－ 1 は，「配偶関係」と「労働力状態」のクロス表の一部である。約

261 万人の「配偶関係不詳」のうち「労働力状態不詳」が約 193 万人を占め

ており，また約 723 万人の「労働力状態不詳」のうち「配偶関係不詳」が約

193 万人を占めている。重要なこの 2項目が両方とも「不詳」だった場合が

相当に多いことを示している。

　表 4－ 2は，「産業別就業者」を従業地・通学地別に区分したものである。

全国の「分類不能の産業就業者」だけでなく就業者全体に関する集計および

「分類不能の産業就業者」の比率が高い東京都区部に関する集計も比較のた

めに掲げた。就業者全体と比べて「分類不能の産業就業者」は，（他市区町

村や自宅ではなく）自市 1）区町村内で従業・通学している比率が高い。「分

類不能の産業就業者」が自市区町村内で従業している比率の就業者全体との

相違は，特に東京都区部において顕著である。

　表 4－ 3 は，「分類不能の産業別就業者」を「従業上の地位」別に区分し

表４－１　「配偶関係不詳」と「労働力状態不詳」の重複
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たものである。表 4－ 2と同じく「分類不能の産業就業者」だけでなく就業

者全体に関する集計も比較のために掲げた。男女とも「分類不能の産業就業

者」では，「正規の職員・従業員」の比率が就業者全体よりも低く，「派遣社

員」「パート・アルバイト」など非正規雇用者の比率が高い。また，「分類不

能の産業就業者」では男女とも約 3分の 1が「従業上の地位」も「不詳」と

なっている。

　表 4－ 4は，「産業別就業者」と「職業別就業者」のクロス表の一部である。

約 167 万人の「分類不能の産業就業者」のうち「分類不能の職業就業者」が

約 157 万人を占めており，また「分類不能の職業就業者」約 161 万人のうち

「分類不能の産業就業者」が約 157 万人を占めている。両者はほとんど重なっ

ており，両項目とも無記入であった場合が非常に多いといえる。

注

 1） 東京都区部は，集計において全体が 1つの都市として扱われている。

5　労働力調査の調査結果との比較

　本節では，全国についての国勢調査結果を同時期（2010 年 9 月末週）に

実施された労働力調査の結果と比較する。労働力調査は，国勢調査と共通の

調査項目を多数持ち，就業状態 1）の把握方式も国勢調査と同じく，（「ふだ

んの状態」ではない）9月末週の状態に限定した「労働力方式」が採用され

ている。労働力調査は，毎月末週に全国の約 1000 分の 1の世帯（約 4万世帯）

表４－４　「分類不能の産業」と「分類不能の職業」の重複
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を調査客体として実地調査を都道府県の統計主管課が担当して実施されてお

り，調査票を調査員が訪問して回収するので調査票の記入内容を点検するこ

とが可能である。また従事した調査員の経験・訓練度などは国勢調査と比べ

ればかなり高いと考えられる。なお，労働力調査結果における推定値の算出

には 10 月 1 日現在の推計人口（概算値）と同一の性別年齢別人口が用いら

れている。

　表 5－ 1・表 5 － 2 は，「配偶関係別年齢別人口」に関する国勢調査結果

を労働力調査の結果と対比したものである。男女とも若年層において「配偶

関係不詳」が国勢調査の方に多く発生しており，これに対応して国勢調査で

は労働力調査と比べて男女とも若年層において「未婚」が，中年層において

「有配偶」が少なくなっている。

　表 5－ 3 は，「年齢別就業状態」に関する国勢調査の結果を労働力調査の

結果と対比したものである。ここでも男女とも若年層において「就業状態不

詳」が国勢調査の方に多く発生しており，これに対応して国勢調査では若年

層において「就業者」が労働力調査よりもかなり少なくなっている。両者の

差を男女別にみると，男性の方が大きい。これは，「就業状態不詳」が女性

よりも男性の方に多く発生しているためであろう。

　このような両統計間の大小関係を年齢層別に立ち入ってみてみよう。男性

の 10 代後半と男女の 65 歳以上の年齢層だけにおいて国勢調査の「就業者」

が上回っているのに対して，他のすべての年齢層では労働力調査が上回って

いる。特に 20 代から 40 代の男女において差が大きい（表 5－ 4）。「雇用者」

に限定すると，男性の 10 代後半を除くすべての年齢層において国勢調査が

労働力調査を下回っており，特に 60 代以上の男女において差が大きい（表

5－ 5）。「非労働力人口」でもすべての年齢層において国勢調査が下回って

おり，特に 20 代後半から 40 代の男性における差が大きい（表 5－ 6）。

　つぎに「産業別就業者数」「職業別就業者数」に関する国勢調査の結果と

労働力調査の結果を比較する。表 5－ 7 は，「産業別就業者数」に関する国

勢調査の結果を労働力調査の結果と対比したものである。若年層において「就
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表５－３　就業状態の対比

表５－４　年齢別就業者数の対比

表５－５　年齢別雇用者数の対比
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業状態不詳」「分類不能の産業就業者」が労働力調査よりも国勢調査の方に

多く発生しているため，ほとんど業種において国勢調査の「産業別就業者数」

が労働力調査を下回っている。国勢調査の「産業別就業者数」が上回ってい

るか労働力調査とほぼ同程度の人数となっている業種は，男女の「不動産業，

物品賃貸業」「電気・ガス・熱供給・水道業」「漁業」，女性の「金融業，保険業」

「建設業」などの一部の業種に限られている。

　表 5－ 8 は，「職業別就業者数」に関する国勢調査結果を労働力調査の結

果と対比したものである。なお，労働力調査の結果の「職業」項目の集計は，

2010 年調査分から従来の分類によるものとは別に公表されている新分類に

よるものを利用した。

　「産業別就業者数」と同じく若年層において「就業状態不詳」「分類不能職

業就業者」が国勢調査の方に多く発生しているため，ほとんど「職業」にお

いて国勢調査の「職業別就業者数」が労働力調査の結果を下回っている。国

勢調査結果が労働力調査を上回っている区分は，男性の「清掃従事者」「製

品検査従事者」「検査従事者」・女性の「管理的職業従事者」「その他の運搬・

清掃・包装等従事者」「生産関連・生産類似作業従事者」「その他の専門的・

技術的職業従事者」などの一部の「職業」に限られている。

　表 5－ 9は，「従業上の地位」に関する国勢調査結果を労働力調査の結果 2）

と対比したものである。男女ともに「雇用者」において「就業者」全体より

表５－６　年齢別非労働力人口の対比
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も国勢調査の労働力調査の結果に対する下回り率が大きい。これは，表5－1・

表 5－ 2 にみられる国勢調査結果における 20 代・30 代の「就業者」の脱落

を反映しているのではないかと考えられる。なお，高齢者が多い男性の「雇

無業主」と男女の「家族従業者」では国勢調査結果の方が多い。

表
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注

 1） 国勢調査の集計において「労働力状態」と呼ばれている項目は，労働力調査で
は「就業状態」と呼ばれている。

 2） 「雇用者」を「正規」「非正規」に区分した項目の国勢調査の対象時期と重なる
労働力調査結果は，7～ 9 月の四半期分だけが公表されているが，月次調査に
ついては公表されていない。

表５－８　職業別就業者数の対比
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6　むすびにかえて

　以上の 2010 年国勢調査から得られた結果に関する考察は，大半の調査項

目が抽出速報集計に限定したものではあるものの，次のように要約できよ

う。すなわち，人口総数自体についての把握度はあまり低下していないもの

の，各調査項目の調査結果に関する不完全な点は総じて増大しているといえ

る。また，「不詳」「分類不能」数の発生状況，「不詳」「分類不能」数の調査

項目間の重複の状況，同一調査項目に関する同時期に実施された労働力調査

の調査結果との関係は，2005年以前の調査とほぼ同様であった。したがって，

2010 年国勢調査結果の利用には以前の年次以上に注意が必要であるといえ

よう。

　なお，今後公表される全数集計に含まれている世帯規模別集計・住宅関連

項目の集計が可能になれば，調査結果の精度における問題点がさらに明らか

になることが期待される。
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